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書評
楠 貞義著『スペインの現代経済』
?
門 衛
楠貞義著『スペインの現代経済」は，本邦初の本格的な現代スペイン経済に関する大
作である。
評者もスベインに関する著作として「スペイン：その国土と市場』（共著，科学新聞社）
や『スペインの実験：社会労働党政権の12年」（朝日新聞社）［関西大学『経済論集」第44
巻第4号に書評］を上梓してスペイン経済の制度的側面や構造特性を論じたことがある
が，評者の場合は「スペイン地城研究」の一環として経済を論じたのにすぎない。
「スペインの現代経済」は，スペイン経済を正面から見据えた上で，鋭利な分析のメス
を入れ，その成果を体系的にまとめ上げたものである。著者が執筆にあたってスペイン内
外の先駆的研究を豊富な文献で裏付けするという，緻密な作業を行っている点，スペイン
を頻繁に訪れて実施した現地調査を踏まえている点を，評者はとりわけ高く評価する。
評者はすでに「世界経済評論』 (1995年2月号）の書評「スペインの現代経済jにおい
て，本書がスペイン経済を解明している意味を次のように述べた。
「スペインの高度成長と民主制への移行，そしてEC加盟に結実するヨーロッパヘの回
帰について分析するのは，すぐれて今日的意味をもっている。なぜなら，民主主義の確立
と持続的経済成長の達成は，今後の国際関係においてますます重要性を高めていくと考え
られるからである。 WTOが1995年にスタートし，世界貿易の新たな枠組が構築されつつ
ある一方で，太平洋経済協力会議 (APEC),米州自由貿易構想など地球規模で新たな地
域主義の高まりが見られるが，欧州においてもEUがいずれは東欧諸国を内包することに
なるだろう。経済統合が拡大する時，必要条件として問われるのは，相対的に遅れた周辺
国が確固とした民主主義の基盤を築き，持続的安定成長を達成することである。こうした
条件が醸成されない限り，大経済圏は基盤が不確かなものにならざるをえないだろう。こ
のような視点に立脚すると，スペインのように遅れた政治と経済の国が，安定した民主主
義社会を確立し，さまざまな課題と困難を背負いつつも， EU先進国への接近に成功しつ
つあることを知るのは重要である（同誌 p.66)。」
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さらに，スペインの経済成長の推移とメカニズムについて本書がいかなる説明を行って
いるかについても同書評においてコメントした。したがって，本稿では本書の構成につい
て簡単に触れた後，評者の観点からみてもっとも重要であると思われる内容を，できるだ
け著者自身の言葉を使って，紹介しよう。以下，著者からの引用部分には< ~ の印を付
す。
まず，本書の構成については「あとがき」で次のようにまとめられている。
＜本書の 1部では，全体の見通しがつくように，不思議の国スペインの「ヨーロッパへ
の回帰」が概説される。つづいて「スペインのヨーロッパ化」という主要テーマをとりあ
げ， I部ではまず「現代経済社会の推移」という観点から検討する。その際のキーワード
は，「高度経済成長」，フランコ独裁体制の末期に石油ショックが併発したために生じた
「二重危機」，そこからの脱出プロセスとしてまず先行された「民主制への移行」，そして
積み残された「経済危機の克服」であるが，もちろん現在その社会が抱えている課題につ
いても言及される。さらに皿部では「“地城と民族”の視点から」主要テーマを捉えなお
し，「中央対周辺」の関係と「地方自治」に焦点をあわせながら， 各地域経済の発展が詳
しく考察される。 I部は，スペイン経済全体を捉えたタテ糸だとすれば，皿部は同じ対象
を「地域・民族」の観点から見直したヨコ糸であるといえよう。
本書の狙いは，いまや先進諸国グループのGセブンにせまる経済規模と， ECメンバー
国としても確固たる政治的立場と評価を得るにいたったスペインの現状を，必要な範囲内
で歴史的地理的な論点も視野におさめながらトータルに理解する手掛かりを，ひろくわが
国の人びとに提供する点にある。そして，先述の認識ギャップ［わが国からみたスペイン
の理解はまことに覚束ないものであり，他方スペイン側での日本理解は面映ゆいほど進ん
でいる。こうした彼我の認識ギャップ (p.317)]を埋めるのに少しでも小著が役立つな
らば，筆者としてはこれにまさる喜びはない。
ともあれ，本書は現段階における「わたしのスペイン理解」の一応の到達点をしめすも
のである (pp.319-320)。＞
このように本書は多岐にわたる観点から現代スペイン経済社会を照射している。しかし
紙幅の都合もあり，評者は以下の2点に論点を絞りたいと思う。なぜなら，この2点こそ
がスペイン現代経済を貫く「脊髄」であると考えるからにほかならない。
① スペインはいかに民主制の定着と経済危機管理を達成したのか。
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R スペインのEC加盟はいかなるインパクトをもたらしたのか。
I. スペインにおけるネオ・コーポラティズムの役割
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大きな体制変革と経済危機克服の必要性に寵面した時，ある社会がこの二つの重要課題
をスムーズに達せられるかどうかの鍵は，全国民的なコンセンサス醸成の可否にかかって
いると言っても過言ではなかろう。その意味で，著者はスペインにおける民主主義の定着
と経済危機の克服にはネオ・コーボラテイズムがうまく機能したか， しなかったかを分析
することが重要であると説く。的を得た指摘である。
著者は言う。＜一般にヨーロッパ先進諸国では第二次大戦後，資本主義の高度化にとも
なって労働者組織は巨大化し，それに応じて経営者団体も大規模化するにいたった。こう
した二大勢力の利害対立を， 第三者機関としての政府が調停し， あるいは政府の政策決
定やその遂行過程に両者を積極的に参加させたり協力を得ることも珍しくなくなった。
[1975年］フランコ没後に「戦後」をむかえたスペインでも，こうしたネオ・コーボラテ
イズムの動きがはっきりと認められる。というよりむしろ，ネオ・コーボラテイズムが機
能したおかげで，経済危機のさなかの困難な民主制への移行という快挙がみごとに達成さ
れ，また長期化した深刻な経済危機からも脱出できたと言えるのである (p.34)。＞
ネオ・コーボラテイズムの具体的な動きとしては， 民主化寵後の77年10月に成立した
「モンクロア協約」 (LosPactos de la Moncloa) [ <注＞著者は「協定」としている
が， acuerdo(agreement)という原語も使われていないし，内容からみても「協約」と
呼ぶ方が妥当であると評者は考える。しかし，本稲では著者の訳語を尊重して「協定」を
使用する］が特筆に値する。
1977年6月の＜総選挙で議席を得た事実上すべての政党が参加したこの協定は，①経済
の再建・改革計画にかんする10項目と，R法律・政治行動にかんする 9項目からなってい
る。当時の情勢から見て当然ながら，まず優先されたのは政治（改革）行動であるが，こ
れが「新憲法」という形で実を結んだ後に， 経済問題の解決に力点が移される段取りで
あった。ともあれ〔中略〕この協定によって，フランコ没後の政治的社会的な対立混乱に
ひとまず終止符がうたれた。そして， 民主制の定着と憲法草案作成に全精力がそそがれ
た結果，待望の新憲法が成立する (78年）。〔中略〕モンクロア協定には，政府のイニシア
チブのもとで生みだされた「ネオ・コーボラテイズム」の萌芽が見出されるのである。モ
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ンクロア協定とは，各政党が，支持母体である労働者組織や経営者団体を間接的に代表し
て一一例えば社会労働党と共産党はそれぞれ，二大労組である労働総同盟と労働者委員会
を代表する形で一ー政府主導のもとに結ばれた政治・経済両面にわたる取決めにほかなら
ないからである (pp.35-36)。＞
さらにネオ・コーボラテイズムを具現するものとして，社会労働党系の労働総同盟 (U
GT)と経団連(CEOE)との間で， 1979年の「労使基本協定」ABIに引き続いて，1980年
には本格的な経済社会調整をめざした「労使交渉枠協定」 AMIが成立した。
くその意義は，労使間の賃上げ協定がはじめて個々の企業を超えた全国レベルで結ばれ
た点だけでなく， 79年4月段階では不可能だった「政府経済計画」の経済・労働政策にか
んする戦略的原則ー一賃金抑制は経済回復の根幹をなす一ーが実践にうつされた点にあ
る。その結果この年から86年まで，団体交渉による賃上げ率は消費者物価の上昇率をした
まわった (p.40)。><その後82年に「国民雇用協定」 ANE,83年に「労使協定」 AI, 
85~86年に「経済・社会協定」 AESが相次いで実施された。ネオ・コーボラテイズムの
成果であるこれらの一般協定は，すでに述べたようにモンクロア協定に端を発するもので
あり，この一連の協定をつうじてスペインの労使関係は，フランコ時代の権威主義・家父
長主義の産物である「垂直的」労組にまつわる旧弊を一掃できる新しい時代をむかえた。
なお，政府が参加した協定は ANEとAESだけで， ccoo[共産党系の労働者委員
会］が参加したのはANEとAIだけである (p.41)。>
しかし，このようなネオ・コーボラテイズムの枠組はできたものの，民主化直後に成立
した中道右派政権は政権基盤が脆弱なゆえに，その効果を十分に引き出すことができなか
った。同政権は＜政治改革では偉大な功績を残したものの〔中略〕， 戦略的な経済政策を
遂行できるほど確かな支持基盤と強力な政治的求心力 (p.36)}>を備えていなかった。ネ
ォ・コーボラテイズムが機能的に進展するのは， 1982年総選挙に圧勝し，今日まで政権を
維持している社会労働党 (PSOE)の時代になってからである。社会労働党は＜経済改
革を主要課題として採りあげ， 80年代をつうじて経済成長再始動•生産構造合理化・社会
の一層の近代化に取り組むことになる。こうした目標は，社会主義を掲げる政党らしから
ぬものだが， EC加盟という最優先目標の達成にはやむを得ぬもの (p.37)}>であった。
社会労働党政権は，前政権が「ほとんど手のかずのまま先送りした深刻な経済危機」に
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直面せねばならなかった。それは<(14形のインフレ， 17%の失業率， 41億ドルの経常収
支赤字， 1兆1553億ベセタの公共赤字からなる「四重苦」であった (p.120)。＞このよう
な状況の下，く確かで広範な支持基盤のうえに＞成り立つ社会労働党政権は＜経済危機に
も本腰を入れて取り組めるように＞なり，＜ネオ・コーボラテイズムによる諸協定をはじ
め経済諸政策が成果をあげることになる (p.121)。＞
社会労働党政府の政策について著者は次のような評価を行っている。
同政府は＜大衆受けしない緊縮政策を採用した。それは〔中略〕， 選挙結果によって明
白になった圧倒的な支持基盤を頼りに敢えて党利を離れ，経済の抜本的な再調整に真摯に
取り組んだものと評価できる。［さらに，］近代化のための戦略としてまた緊急の優先課題
として， EC加盟が打ち出された。これらの基本政策の狙いは，まずインフレ収束・ 双子
の赤字削減を中心としたマクロ的緊縮政策を先行させ，この調整政策が効を奏したあかつ
きに，①宿願のEC加盟を実現するだけでなく，②待望の経済成長を一ーミクロ的緊縮政
策たる消費抑制→貯蓄増加→投資活性化によって一再始動させ、 ECとのギャップも縮
小する， というものであった。これはまさに， 77年10月のモンクロア協定で合意された経
済調整政策の主目標 (EC加盟の実現・経済発展の再始動）と同一線上にある。というよ
りむしろ，モンクロア協定で合意された経済調整が，民主制への移行に要した5年余りの
歳月を経て，やっと社会労働党政権のもとで本格的に実現できる「場面」が用意された，
というべきであろう。
ともあれ，社会労働党政権による調整政策の成果としては，つぎの三点があげられる。
① 経済全般にわたる不均衡の改善，つまり（イ）国内均衡面ではインフレ率の低下，（口）対外
均衡面では経常収支の好転，そして，けミクロ的には企業の均衡回復（収益改善）、
③ EC加盟の達成（その前提条件が，上記のマクロ的均衡の回復であった），そして
③ 「こうした合理的調整政策は当面の諸問題にたいする唯一の解決策である」という信
頼感の醸成 (pp.123-124)。＞
このような緊縮政策は，失業問題を除いて，経済不均衡是正に功を奏した。 1986年にイ
ンフレは 8.8%に低下し，経常収支は501)意ドルの黒字に転化し，財政赤字も対GDP比で
4.5%に減少した。 1988年には経常収支が30億ドルの赤字になったものの，ィンフレは4.8
形，財政赤字も3.0彩（対GDP比）に好転した。
マクロ経済のパフォーマンス向上とともに，＜企業レベルでのミクロ的均衡も回復され
た。モンクロア協定で基本的に合意された，過去のインフレ率ではなく「予想インフレ率
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を勘案した賃上げ方式」が，その後のネオ・コーボラテイズムによる諸協定〔中略〕にお
いて具体的に実践された結果，実質単位労働コストの伸びは〔中略〕着実に低下していっ
た。言うまでもなく，これら諸協定が成立するには，労使双方の話し合いや妥協が大前提
であり，そうしたプロセスをつうじて「社会的軋礫や紛争」は解きほぐされ，民主制の定
着・成熟化もすすんだものと理解できる。ともあれ，こうした労働コストの低下と軌を一
にして，資本の収益性は〔中略〕， 80年代半ばから上向いた。 このような企業環境の好転
は， EC加盟直前の85年にプラスに転じた投資にはずみをつけ， 86年から89年まで10%台
の実質投資の伸ぴをもたらした。そうした投資を中軸とする底堅い内需に支えられて，ス
ペイン経済は87年から90年まで再び高い成長率を謳歌することになる (pp.126-128)。＞
こうしてスペイン経済は<86年から90年まで，年平均で4.5%の実質国内総生産GDP
の成長率を達成した。 1人当たり実質GDPもEC平均をほぼ1ボイントうわまわる 4.3
％で伸びた結果， 92年のスペインは80年に比べて約40%より豊かになり， EC平均との 1
人当たり所得格差も加盟直後の約73%から79%レベル (91年）へと縮小した。ちなみに，
91年の GDPは約54兆7911億ペセタ=5273億ドルで， その規模はG7諸国に迫るもので
あり， 1人当たり GDPは約141万5000ペセタ=1万3600ドル水準になった (p.129)。＞
著者は＜投資は経済成長のエンジンにほかならない (p,130)~ とした上で， このスペ
インの高成長の主因を投資の活性化にみいだす。スペインにおいて企業の設備投資を刺激
した要因として著者は次の諸点を指摘する。
＜① 首尾一貫した緊縮経済政策の効果と政策当局への信頼感の回復や，② 「ネオ・コ
ーボラテイズム」による労使紛争の収拾つまりスペイン社会の平穏化が挙げられよう。
「皮肉にも，市場経済における企業家の創造的で中心的な役割を遺憾なく際立たせたの
は，社会労働党政府であった」と言われるゆえんである。さらに③ 実質単位労働コスト
の伸ぴも，着実に低下していった。数次の労使協定による賃上げ抑制のほかに，新規設備
投資などが生産性の向上をつうじて単位労働コスト削減に寄与したことは言うまでもな
い。そしてこの労働コスト低下と軌を一にして，④ 資本の収益性も 80年代半ばから好転
した。以上が，スペイン内部で投資ブームを側面から支えた諸要因と考えられるが，⑥
「EC(加盟）効果」や⑥ 「9ス2,.卓紛巣」も指摘しなければならない。これらは， ECメン
バー諸国との新たな競争に備えたり，オリンピックや万博というビッグイベントを実行す
るために「国内投資」を喚起しただけでなく，「外国からの投資」も呼び込んだ。この時期
に外国資本は，長期的にはスペイン経済の潜在的成長能力や93年以降の「欧州単一市場」
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を見込んで，また短期的には「EC効果」や「92年効果」を当て込んで急埠lし，全投資の
15劣前後 ・GDP比で3~49,るまで高まった (pp.131-132)。＞
だが，逆説的ではあるが，スベイン経済が高成長を謳歌するようになると，社会労働党
政府と労働組合との蜜月関係は終焉に向かわざるを得なかった。政府は社会政策の拡充を
図ったものの，その成果は十分ではなく、労働組合は労働者のみが緊縮政策のつけを払わ
されていて，企業ばかりが収益増大の恩恵を受けていると感じ始めたからである。こうし
て1980年代後半には，政府と労働組合との相互信頼関係は徐々に失われていく。
この点について著者は極めて重要な指摘を行っている。
一方で＜社会福祉政策を展開しながら，同時に他方で社会労働党政権は，まず何よりも
EC加盟を果たすため，加盟後はECとの諸格差を縮小するために、民衆の口に苦い緊縮
経済政策を遂行しつつ成長至上主義的な近代化路線を突っ走ってきた。だが，その反動
はドラスティックな形であらわれた。 88年12月14日の「ゼネスト」であるが，「二重危機」
のスペインを救出した一連の「ネオ・コーボラテイズム」は、これをもってひとまず終焉
の時をむかえたものと理解できる (p.146)。＞
スペイン経済社会が国内で抱える問題として，「大量の構造的失業」や「不安定な臨時
雇用」のほかにもく「新しい社会的下層階級」＜社会的保護の網の目からも漏れている「影」
に隠れた人びと (p.152)>がクローズアップされるようになった。 80年代後半に投資ブ
ームによる生産設備の近代化と経済の再活性化に成功し，またEC加盟を契機に経済の国
際化も進展して， 93年から欧州単一市場に予定どおり参入可能となった現在のスペイン。
しかし，そこには， かつて「二重危機」の解消に威力を発揮した「ネオ・コーボラティ
ズム」に頼れる状況は，すでに述べたようにほとんど存在しない (p.154)。>
1992年から1994年まで深刻な不況に見舞われたスペイン経済が内外で構造的に抱える課
題を克服するためには，新しいネオ・コーボラテイズムの枠組再構築が求められている。
しかし， 12年以上もの長期政権となった社会労働党政府は，「権力の美酒」に酔ってしま
い，汚職，醜聞という弊害を多発させている。民主主義の確立と深化への期待が全国民的
なコンセンサスを醸成し，ネオ・コーボラテイズムを機能させる「培養液」であったと評
者は考える。しかし，政治への不信感が高まったいま，その再構築は大きな困難に直面し
ていると言ゎねばならない。
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n. スペインのEC加盟
スベインは1986年にECに加盟した。スペインにとってEC加盟は国民的な悲願であっ
た。 1962年の加盟初申請を独裁体制ゆえに拒否されてから，四半世紀をかけた願望の実現
であった。スペインの場合，加盟の是非，損得勘定が議論されたことがないほどに， EC
への加盟は国民的コンセンサスを得たテーマであった。
だが， ECへの加盟は経済面では一体，何を意味し，いかなるインパクトをスペイン産
業にもたらしたのだろうか。これまで日本では解明されていない，この重要な問いかけに
本書は明確な解答を与えている。
~86年の EC加盟はスペイン経済社会に多様な影響を及ぼした。たとえばECの税制や
会社法・労働法など法制面での整合化を別にすれば，最大の影響は関税引き下げであろう
(p. 136)。＞
関税同盟（域内関税の撤廃，対外共通関税の採用）については， 一部の農産品 (10年
間）を除き，一般に 7年間の経過措置期間が設けられた。この点について著者は次の見解
を述べている。これまでのスペイン経済研究では十分に解明されていなかったボイントで
ある。
くところで， 85年段階でスペインのECに対する関税は，単純に名目関税率を平均する
と12彩になる。だが一般にどの国も自国の製造業を保護するために，原材料・中間材の段
階から完成品に近づくにつれて名目関税率を高めている（タリフ・エスカレーション）の
で，そうした関税構造を考慮に入れたうえで実質的な保護効果（つまり実効保護率）を計
測すると， EC平均の約3倍に相当する24.7形であった。この点からも明らかなように，
スペインにおける工業製品の関税引下げは，輸入競争産業に大きな影響をあたえたものと
理解できる (p.138)。＞
EC加盟による関税同盟や共通農業政策，また高成長による内需拡大の影響を受けてス
ペインでは顕著な「貿易転換効果」が派生した。スペインの輸出入におけるECの比重は
飛躍的に増大したのである。＜スペインの輸出入に占めるECのウェートは大きく変わっ
た。輸出では85年の52形から86年には60%,88年66彩， 90年69%とやや緩やかな伸びを示
したのに対して，輸入は85年の371るから86年に50形， 88年57彩， 90年59彩へと激増した。
加盟後の 5年間でECとの輸出が17ボイント増にとどまったのに比べて，輸入は22ポイン
トも増大したのである (p.139)。＞
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著者はEC加盟がスペイン産業にいかなるインパクトをもたらしたのかという極めて重
要なボイントについて次のような分析を行っている。これも本書によって新たに明らかに
された点であり，評者は著者の分析を高く評価するものである。
くさて理論的にいって，スペインで当初からより低い労働コストに恵まれかつ資本投下
と技術進歩がみられた部門＝陶器•履物·繊維・玩具・スボーツ用品・ぶどう酒や発泡ワ
イン・自動車では， 比較優位が発揮されるものと期待できる。他方， より劣悪な競争条
件から出発したものの当該産業に高水準の外国資本が導入され，生産近代化の努力がなさ
れてきた部門＝化学製品・エ作機械・電子機器でも競争力の向上を期待することができ
テレコミュニケーション
る。だが，ハイテク産業＝コンヒ°ュータ・事務機器・電気（情報）通信・航空宇宙産業な
どでは，スペイン企業の国内市場シェアは低く国際市場でも明らかな比較劣位を有してお
り，この産業の見通しは暗いと言わざるをえない (pp.140-141)。＞
だが，実態はどうなのか。著者の説明は続く。
くしかしながらこうした理論的帰結は，現実の状況と必ずしも一致しないことが明らか
になった。製造業について当該需要が強い・中位・弱い部門に三分割したうえで，国内総
需要（家計消費C十企業投資I十政府支出G)に占める， (a)国産品のシェアの変化， (b) 
EC製輸入品のシェアの変化， (c)第三国製輸入品のシェアの変化を， 81~85年期と 85~
89年期について計測したところ，次のようなことが分かった。概して（需要の強弱に関係
なく）スベイン国内製品は自国市場において， EC諸国からの輸入品 (M<)のみならず，
程度はやや軽微だとはいえその他の諸国からの輸入品 (Ma)によっても代替され（シェ
アを奪われ）つつある。こうした趨勢とは逆に， 85年を境にして国産品による輸入代替が
すすんだのは，木材・コルクだけであった（比較劣位にあると考えられる事務機器で，輸
入代替＝国産化がすすんでいるように見えるが，そのペースは85年以前より落ちている）。
かくて，比較優位をもつと考えられていた繊維・衣服•履物をはじめ（木材・コルクを除
く）すべての部門で， ECなど外国製品による国内市場の浸食が進行した (p.141)。＞
<(EC加盟と経済開放の拡大にともなうこのショッキングな事実の背景には，すでにみ
たようなスペイン側でより大きな貿易障壁の削減＝経済開放の高まりが86年以降にあっ
て，いわゆる水平貿易が一層進展したものと理解できる。だが同時に， 80年代に情報・通
信・新素材などの分野で展開された「技術革新の列車」にスペインは，少なくとも「経済
危機のトンネル」から抜け出すのに手間取った分だけ乗り遅れ，ハイテク関連産業の競争
力が伸び悩んでいることも指摘せざるを得ない〔中略〕。
このような国際競争力面での弱点は， 92年10月にはやばやとマーストリヒト条約の批准
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を済ませて，いわば自国経済社会の将来を「ECに賭けている」スペインにとって，是非
とも解決しなければならない緊急課題なのである (p.143)。＞
にもかかわらず，スペインではEC否定論や懐疑論の声はあがらない。業界団体，労働
組合，政党などの組織が，時には特定権益の喪失に反対したり，政府に保護を求めたりし
て社会的摩擦が発生することはあっても，けっしてEC脱退論の水準にまで論議が高まる
ことはない。マーストリヒト条約も，国内でさしたる反対論もないまま国民投票を経ずし
て議会承認のみによって批准された。
スペインにおいて今もEU礼讃論が強い背景として，評者は次のボイントを指摘してお
きたい。①本稿では説明を省略するが，周辺国にとって先進経済圏への加盟は，単なる経
済的な損得勘定を越えた精神的価値があること。 REU先進国との間に相対的な所得格
差，発展格差がある限り，「先進途上国」スペインにとってEUは「身近で具体的なキャ
ッチアップの目標」であること。⑧EUの一員としての経済収倣努力は，結果的には「外
圧」がなければ実現困難な，国内の構造改革推進に貢献する。これは長期的には，スペイ
ンにおいて不均衡なき持続的経済発展の可能性が拡大することにつながる。④その意味
で， EUから得られるメリットは，加盟国として受け取る援助資金といった静態的なもの
よりも，むしろスペイン産業構造の高度化を促す動態的側面のほうがはるかに大である。
今日のスペインの課題について著者は次のようにまとめている。
~1986年，念願のEC加盟を果たしたスペインは，失業問題などを引きずりながらも，
経済開放によって強まった対外競争のなかで比較的高い成長を実現した。そのうえ，加盟
後7年の経過期間を終えて「一人前のメンバー」となったのと奇しくも同じ93年に発足し
た「単一市場」にも，大した障害もなく参入を果たした。そしていま，自国経済・社会の
将来を「ECに賭けている」スペインは，さしあたって「経済・通貨統合」への切符を手
に入れるために，三つの課題つまり「マクロ経済の安定性」「ミクロ経済の効率性」「社会
的公正」に全力をあげて取り組んでいるところである。しかし， 90年代にはいって世界経
済は最気後退に見舞われ，スペイン経済はそのあおりを食っている。そのうえに，オリン
ピックや万博という祭りの後の「冷え込み」にも襲われているようであり，これら三課題
を首尾よく解きうるか否かは，予断を許さない厳しい状況にある (pp.156-157)。＞
以上，スペイン経済をトータルで把らえている，この意欲的な著作から，評者がもっと
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も重要であると考える 2点について紹介した。各章の細かいテーマについて異論を持つボ
イントもあるが（コメントは別の機会に譲る）， 評者は分析の全体的枠組， 理論的潮流に
ついては著者と認識考え方を共有するものである。
これまで事実上「孤立無援J状態で， 各研究者が行わざるを得なかったスペイン研究
が，経済学の分野でも，楠氏や良永氏〔付記〕ら研究者の量質両面にわたるひろがりによ
って，充実しつつあることを心からうれしく思う。
（勁草書房， 1994年2月刊， B6版， 321ペー ジ， 3,200円）
〔付記〕 EC加盟がスペイン経済におよぽしたインパクトに関する研究については，産
業連関分析アプローチを行った良永康平論文「スペイン経済のEC城内化」（関西
大学「経済論集」第44巻第4号）が注目に値いする。
例えば，「スペイン経済全体の自給自足率は100彩に到達しておらず， 1985年まで
は上昇してきたが， EC加盟後は逆に低下している。そして産業別にみても， 1985
年までは製造業でも100彩を上回る産業がいくつかみられたが， 1989年になると100
彩を越える製造業は1つもなくなってしまっている。 ECに加盟し市場を開放した
ことが輸入急増を招いているスペイン経済の現状が，このような形で自給自足率に
も反映されている。〔中賂〕スカイライン図形は，各国の特徴が集約的に表れる図表
であり，各国にはそれぞれ独自の図形が描かれるが，製造業で自給自足率が 100彩
を越える産業がないという点で， 1989年のスペインのスカイラインはユニークであ
る (pp.32-33)」といった，極めて重要な示唆に富む主張が，統計的な裏づけを伴
った上で，行われていることを評者は高く評価する。
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